
 

東京都学校事務職員労働組合（東学） 新宿区西新宿２－８－１ 都庁第２本庁舎３２階

（教育費の保護者負担特集号） ２０２４年９月２７日 ＮO.６９１ 

義務教育費の保護者負担の無償化 東京都内

自治体で進む無償化の更なる進展に向けて 
物価の急激な高騰や少子化対策として、学校給食費や教材費、修学旅行費などの学校徴

収金の無償化が進められています。子育てを保護者の私的な責任とするのではなく、社会

全体で育てるという発想の転換が必要です。子育てが，女性や若い世代にとって負担とな

らないよう、経済的・社会的に支えていく必要があります。 

学校給食費の無償化は、東京都の２分の１補助もあり、２３区すべてと、多摩地域のい

くつかの自治体で実施されました。さらに、東京都の市町村に８分の７補助により、都内

の区市町村全部に実施されそうです。子どもの貧困解消に向け、保護者の経済的格差が子

どもの教育格差とならないよう、すべての自治体で学校徴収金（給食費、教材費、修学旅

行費等）を全額公費負担とする無償化をするべきです。 

学校徴収金の無償化については、学校給食費の無償化をもって終わりとするのではなく、

他の学校徴収金（教材費や修学旅行費等）の無償化をも目指していくべきです。現に、中

野区では教材費の一部補助が実施され、品川区では学用品の無償化が実施されました。葛

飾区では、修学旅行費と副教材費が来年度から無償化されます。 

区・市長によるトップダウンや選挙での公約によって、学校給食費の無償化が実施され

ています。東京都による２分の１補助、８分の７補助によって、さらに加速するものと予

測されます。最大の問題は、安定した財源の確保です。安定した財源を確保するためには、

最終的には国による全国一律の全額無償化（４，４００億円）を要求し、実現させること

が必要です。 

 

東京都「保護者が負担する教育費調査」の結

果を読み解く 

保護者負担の教育費の７４％（小学校）５

６％（中学校）は学校給食費が占めている 
東京都教育委員会の「保護者が負担する教育費調査報告書—学校納付金調査—（令和３

会計年度）」によると、以下の調査結果が出ています。 

【小学校】児童１人当たりの負担額５５，０４３円。学校給食４０，８０６円（７４．

１％）が最も多く、次いで教科活動費８，６４０円（１５．７％）、遠足・移動教室

２，９２６円（５．３％）、儀式・学校行事２，５７２円（４．７％）。 

【中学校】生徒１人あたりの負担額７１，５５９円。学校給食３９，８２９円（５５．

７％）が最も多く、次いで修学旅行・遠足費１３，１０７円（１８．３％）教科活動費

１２，３８７円（１７．３％）、儀式・学校行事３，７８５円（５．３％）。 

東京都全体では、学校給食費が３４２億８千万円、教科活動費９０億４千万円、遠足・

移動教室３０億５千万円です。 



文部科学省「子どもの学習費調査」の結果を

読み解く 子どもの教育にはお金がかかる 
文部科学省の「令和３年度子供の学習費調査」の結果によると、以下の調査結果が出て

います。保護者が、１年間、子ども１人当たりの学習費総額は、以下のとおり。 

【公立小学校】３５２，５６６円 

うち学校教育費６５，９７４円（１８．７％）、学校給食費３９，０１０円（１１．

１％）、学校外活動費２４７，５８２円（７０．２％）。 

【私立小学校】１，６６６，９４９円 

 うち学校教育費９６１，０１３円（５７．７％）、学校給食費４５，１３９円（２．

７％）、学校外活動費６６０，７９７円（３９．６％）。 

【公立中学校】５３８，７９９円 

 うち学校教育費１３２，３４９円（２４．６％）、学校給食費３７，６７０円（７．

０％）、学校外活動費３６８，７８０円（６８．４％）。 

【私立中学校】１，４３６，３５３円 

うち学校教育費１，０６１，３５０円（７３．９％）、学校給食費７，２２７円（０．

５％）、学校外活動費３６７，７７６円（２５．６％）。 

幼稚園から高等学校卒業までの１５年間の学習費総額 

【すべて公立に通った場合】５７４万円 

【幼稚園は私立、小学校・中学校・高等学校は公立に通った場合】６２０万円 

【幼稚園・高等学校は私立、小学校・中学校は公立に通った場合】７８１万円 

【すべて私立に通った場合】１，８３８万円 

 

ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）「図表で見る

教育２０２４」公表される 
教育への公的支出は、日本は国内総生産（ＧＤＰ）比４．０％で、ＯＥＣＤ平均４．

９％を下回っています。日本では、高等教育にかかるお金の約半分が家計負担で、ＯＥＣ

Ｄ平均の１９％を大きく上回っています。政府の支出に占める教育関連費の割合が８％、

ＯＥＣＤ加盟３６か国平均１２％で、７％だったギリシャとイタリアに次いで３番目に低

いです。「日本は、若者が減っていくからこそ、教育の質を高め、社会を支える人材を育

てる必要がある」。 

日本の教育費をＯＥＣＤ平均４．９％まで増やせば、幼稚園から大学までの無償化を実

現できるのではないだろうか。 

 

公会計化抜きの給食費等の無償化 学校長の

銀行口座に補助金を振込むことでいいのか？ 
無償化によって、学校での集金や未納の催促などがなくなり、学校職員の事務負担は、

軽減されました。しかし、多くの場合、補助金は学校長の口座に振り込む方法をとってい

るため、食材費の支払いについては、栄養士等が、従来どおりの方法のままです。会計事

務規則に則った会計処理がなされるようになったわけではありません。学校の負担軽減、

適法な会計処理実現のため、すべての自治体で学校徴収金の公会計化を導入するべきです。 


